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「三田学会雑誌」117巻 3号（2025年 2月）

Bilateral Bresnahanモデルによる令和コメ騒動の要因分析
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1 はじめに

2020年以降，国際政情不安に伴う原油などの資源価格の高騰は円安の進行とともに日本のインフ

レ促進要因となっているが，2024年は「令和のコメ騒動」とよばれるほどコメ価格高騰が夏以降懸

案となっている。

企業物価指数（日本銀行）と消費者物価指数（総務省）の 2023年以降のコメ価格の推移を図 1に示

すと，JAが卸売業者に販売する「相対価格」を反映した企業物価指数が新米が流通し始めた 2024

年 9月以降上昇しているが，それに先行して小売価格を反映した消費者物価指数が 2024年 6月以

降上昇し続けていることがわかる。

小売価格の推移を 30年前の「平成のコメ騒動」（1993–94年）の価格推移と図 1（2023–24 年を

1993–94年と読み替える）で比較すると，今回のコメ価格高騰は，その上昇率もその期間の長さもよ

り深刻であることがわかる。

本稿では，今回のコメ価格高騰の要因として，コメ不足に対する消費者の買い溜め（過剰需要），

生産調整による作付け面積の減少と生産性の低下，コメ不足を背景とした流通業者の価格つり上げ

の 3要因を挙げ，実証的にコメ価格高騰の要因を分析する。

分析では，生産者と流通業者ならびに流通業者と消費者の 2重構造を Bilateral Bresnahanモデ

ルを用いる。生産者と流通業者それぞれの非競争的な行動を反映した推測変動弾力性を推定するこ

とで各市場の競争状態を分析し，さらにモデルにもとづいて反実仮想シミュレーションを実施する

ことで，各主体の非競争的行動による厚生コストの試算を試みる

図 1 コメ価格高騰時の相対価格と小売価格
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図 2 コメ取引の 2重構造

生産者
(農家)

JA
(農協)

生産者

小売店

流通業者

消費者米穀卸売PP PC

2 コメ市場での価格形成

2. 1 コメの取引形態

本稿では，我が国におけるコメ取引の流れを図 2のように簡略化してとらえる。もちろん，生産

者が直接，消費者や企業に販売したり，輸入米も存在するが，コメ需要の 7割が家計であり，コメ

の輸出入はわずかであるこ
（1）

とから大きな問題はないと考えられる。

コメ生産者（農家）に作られたコメの多くは各地の JAが概算金（＋追加払い金）を支払って集荷

され，米穀価格形成センターで
（2）

の入札を経て決まった生産者価格
（3）

PPで卸売業者に販売される。卸

売業者は小売店に販売し，消費者は小売店から小売価格 PCで購入する。

2. 2 コメ生産の費用構造

本稿では，コメ取引の供給者として，生産者（農家ならびに JA）と流通業者（卸売ならびに小売）

に 2分して考える。それぞれの費用構造は『2020年産業連関表』（総務省）から得て，まとめたの

が表 1である。

コメ生産の費用構造は産業連関表の「0111穀類」から，流通業者の費用構造は「511商業」から

取得した。

業種 j の投入係数 aij = xij/Xj（xij は i 業種から j 業種への投入量，Xj は j 業種の生産量）と労

働係数 aLj = Lj/Xj（Lj は j 業種の就業者数）より変動費 Cj =
∑

i
pi(aijXj) + wj(aLjXj)（pi

は業種 i の価格，wj は業種 j の賃金）となるので，投入係数から求められる限界費用は
（4）

，MCAj =

（1）『2020年産業連関表』（総務省）から試算した。
（2） 2004年の食糧法改正以降に設置された。それ以前は 1995年の食糧法下では計画流通制度のもと部

分的に自由化されていた。
（3） コメ生産者が流通業者に販売する価格「相対取引価格」（今後，生産者価格とよぶ）は，概算金（仮

払金）に保管・運送・検査費用などの流通経費を加えたものだが，コメ価格センターにおける入札取
引価格とほぼ同水準となっている。

（4） 投入係数が不変という仮定のもとで推計された限界費用MCAである。後に推計される限界費用MC
と区別するため表記を変えている。
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表 1 コメ生産と流通業者の費用構造

0111穀類 投入係数 価格データ 511商業 投入係数 価格データ

営業余剰 0.2922 営業余剰 0.1757
労働 0.3237 毎勤：現金給与 労働 0.5271 毎勤：現金給与
電力ガス水道 0.0059 企物：電ガ水 電力ガス水道 0.0254 企物：電ガ水
1. 農業サ+小売卸売 0.1295 企サ：総合 1. 不動産仲介・賃貸 0.0374 企サ：不動産賃貸
2. 化学肥料+肥料 0.0519 企物：化学肥料 2. 輸送 0.0524 企サ：陸上輸送
3. 機械修理 0.0574 企サ：機械修理 3. 金融保険 0.0206 企サ：金融保険
4. 農薬 0.0348 企物：農薬 4. 情報通信サービス 0.0408 企サ：情報通信
5. 輸送 0.0421 企サ：陸上輸送 5. 広告 0.0116 企サ：広告
6. その他 0.0626 企物：総合 6. その他 0.1091 企物：総合

（注）『2020年産業連関表』（総務省）より推計。費用項目は上位5部門をとりあげた。毎勤は毎月勤労統計（厚生労働省），企物

は企業物価指数（日本銀行），企サは企業サービス物価指数（日本銀行）。労働は自営業者の帰属賃金を加えた。
（5）

∂Cj/∂Xj =
∑

i
piaij + aLjwj より求められる。このMCAは投入される財サービスの価格上昇を

反映するので，限界費用のコストプッシュ要素を反映している。

3 分析モデル

3. 1 需要関数

価格ベクトル p，所得 M とすると世帯のコメの需要関数 q = D(p, M) は，Stone 型効用関

数
∏

i(qi − ai)bi の 2 財モデル（当該財 1 とその他財 0）の場合，q1 = a1 (1 − b1) + b1 (M/p1) −

b1a0 (p0/p1) = A0 + A1 (M/p1) + A2 (p0/p1)のように線形関数となる。支出シェアを si = piqi/M

とすると，所得弾力性 εMi = bi/si，価格弾力性 εpi = (1 − bi)ai/qi − 1が得られる。

コメの需要量は価格や所得だけでなく，季節変動や世帯属性の影響も考慮する必要がある。家計

調査で 1～12月の毎月の需要量の推移を各月の平均を年平均で基準化した季節変動指数 S1を示し

た図 3をみると，新米の出回る 9～10月の消費が増大する季節性があることがわかる。

この他にも世帯属性（世帯規模やその年齢構成など）にも依存するので，季節変動や世帯属性など

の要因
（6）

Z が効用関数のパラメター aiを ai = ai0 + ai1Z のように変化させるとすれば，需要関数は

q1 = a10 (1 − b1)+b1 (M/p1)−b1a0 (p0/p1)+a11 (1 − b1) Z = A0+A1 (M/p1)+A2 (p0/p1)+A3Z

（1）

（5） 産業連関表の営業余剰には自営業主と家族労働者の帰属賃金が含まれているので，帰属賃金分を賃
金等に加えた雇用係数を推計するため，産業連関表の雇用係数 ×（就業者数/役員雇用者数）という補
正をおこなった。

（6） 後の推計では，Z として「家計調査」（総務省）で取得可能な季節変動指数 S1，世帯人員数 n，高齢
者（65才以上）比率 r65，有業率 rwが用いられている。
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図 3 コメ需要の季節変動
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（注）「家計調査」（総務省）。2000 年～2023 年の月次平均を総平均で除して基準化した。

のようにやはり線形関数となることがわかる。

Stone型効用関数に需要関数を代入した間接効用関数 V (p, M) = U(q(p, M)) = (M −
∑

i
aipi)∏

i(bi/pi)bi や支出関数 E(p, V ) =
∑

i aipi + V (p, M)
∏

i(pi/bi)bi は容易に導出できるが，これら

は厚生評価の際に有用である。

3. 2 生産者と流通業を考慮した Bilateral Bresnahanモデル

本稿では，生産者と流通業者がそれぞれ利潤最大化をおこなうことを取り入れたBilateral Bresnahan

モデルが採用されている。Bresnahan（1982）では，生産者と消費者間の寡占市場のモデルで推測変

動（conjectural variation）を推定することで，市場の競争状態を推測する方法が提案されたが，理論

的な問題はあるものの，数多くの実証分析で応用されてきた（竹中・小林（2020）に整理されている）。

生産者と流通業者の 2重構造を前提にした Bilateralモデルに，Bresnahanの手法を応用した分析

としては，牛肉市場での流通業者の買手支配力を分析した Schroeter et al.（2000）やChanjin et al.

（2018），乳製品市場における小売業業者の買手寡占（oligopsony）を分析した Salhofer et al.（2012）

がある。

本稿でも，生産者と流通業者のそれぞれの非競争的行動を分析するために Bilateral Bresnahan

モデルを日本のコメ市場の分析に応用する。

（1）コメ生産者の価格付け

コメ生産段階での価格設定は，生産者農家と全農（JA）によっておこなわれていると仮定する。

実際，JAは米生産者（農家）に対して概算金を支払い集荷した後，米穀価格形成センターでの卸売

業者の入札額をもとに取引価格（生産者価格）を決定している。コメの供給量は，予め計画された作

付け面積に大きく依存するが，2018年に減反政策が廃止されて以降も，農業再生協議会において都

道府県ならびに市町村単位で生産出荷団体（JA等）と行政がマッチング支援を通じた実質的な生産

調整がおこなわれている（農林水産省 HPより）。図 4に示されるように，水稲の作付け面積は 2018
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図 4 コメの作付け面積と生産性の推移
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年に一時増加したが，その後は減少し続けている。

以上のことから，JAを中心とした各地のコメ生産者は，生産調整をおこないながら利潤
∏

i
=

P(qi)qi −C(w, qi)（ただし，P(qi)は逆需要関数, C(w, qi)は費用関数, wは要素価格ベクトル）を最大化す

る qiを決めているとみなすと，利潤最大化の 1階の条件MR = MCから価格P = MC(w, qi)+λ P
εp
，

λ = dQ
dqi

qi
Q
が得られる。λは推測変動弾力性（conjectural variation elasticity）とよばれる企業行動

を表す指標で，市場が競争的なとき λ = 0，カルテルの場合 λ = 1となる市場の非競争度を測る指

標となる。

観測できない限界費用の候補として投入係数から得られるMCAが考えられるが，これは生産関

数の 1次同次性と生産性不変を前提としている。しかし，この仮定は，図 4の単位あたり収量（右目

盛り）の推移をみても生産性不変を仮定するのは難しいであろう。本稿では生産技術がHomothetic

で，要素価格と生産量が分離可能な費用関数のもとでの限界費用MC = βo + β1MCAt + β2Qt + β3t

（t は線形時間トレンド）を仮定することで規模の経済性と技術変化の存在を考える。このMCを利

潤最大化の条件式に代入することで生産者価格関数

PPt = βo + β1MCAt + β2Qt + β3t + λp
PPt

|εpt|
, MCAt =

∑
i
aijpit + aLjwt （2）

が得られ，これより生産者の限界費用MCと推測変動弾力性 λp を推定することが可能となる。

（2）流通業者の価格付け

卸売業者は，生産者（JA等）から仕入れたコメを小売店に販売し，さらに小売店が消費者に販売

する。この卸売小売業者全体（流通業者）が利潤最大化をおこなっているとみなすと，先のモデルと

同様，小売価格 PCの価格関数を導出することができる。流通業者は，コメを仕入れて，流通サー

ビスと流通マージンを加えて，小売価格を設定すると考えると，流通業者の限界費用MCはコメの

仕入れ価格 PPを加えたMCt = γo + γ1PPt + γ2MCAt + γ3Qt + γ4t となり，これを流通業者の
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利潤最大化の 1階の条件に代入することで小売価格 PCの価格関数

PCt = MC(PP, W, Q) + λr
PC
εp

= γo + γ1PPt + γ2MCAt + γ3Qt + γ4t + λr
PCt

|εpt|
,

MCAt =
∑

i
aijpit + aLjwt

（3）

が得られ，これより流通業者の限界費用MCと推測変動弾力性 λr を推定することができる。

4 価格上昇の要因

本稿では，コメ価格高騰の要因として，消費者の過剰需要，JAを中心としたコメ生産者の生産調

整，コメ不足を背景としたコメ流通業者の価格設定の 3要因を挙げているが，以下，その根拠とな

る推計結果を示そう。

4. 1 コメに対する超過需要

2024年春ごろから南海トラフ地震への警戒や前年の猛暑による良質米の歩留まり低下からコメ不

足不安が生じたためコメに対する超過需要（買い溜め）が始まったとされているが，これを 3.1で紹

介した需要関数（式 1）を用いて推計する。推定に用いたのは 2000年 1月～2024年 9月の「家計

調査」（2人以上全世帯）と「消費者物価指数（2020年基準）」で，家計調査については 2000～2023

年の所得階層別データを併用した。

需要関数の推定結果が表 2に示されているが，推定にあたっては，説明変数の内生性を配慮する

ため 2段階最小二乗法が用いられた
（7）
（Sargan test）。また bptest（Breusch-Pagan test）から分散不

均一性，dwtest（Durbin-Watson test），bgtest（Breusch-Godfrey test）から系列相関が存在するた

め，t値の計算には HACSE（Heteroskedasticity and autocorrelation consistent standard error）が用

いられている。季節変動 S1や世帯属性
（8）
（n, r65, rw）を加えたモデル 2の推定結果をみると，これ

らがコメ需要に対して有意な影響を及ぼすことがわかる。さらにモデル 2の結果から求めた所得弾

力性と価格弾力性をみると，コメが必需財であること，価格弾力性も −0.197～−1.875と相対的に

非弾力的であることがわかった。このことからコメの価格高騰は，低所得者ほどより大きな影響を

持つことと供給者（生産者や流通業者）にとって価格のつり上げが容易であることが推測できる。

図 5には，2023年 11月以降のコメ需要（2020年価格円）の実績値（折れ線グラフ）と需要関数の

理論値（白い棒グラフ），推定誤差（暗い棒グラフ）が示されている。2024年 5月以降，コメ価格の

（7） 操作変数として，時間トレンド，季節変動指数，世帯人員数，高齢者比率，原油価格を用いた。
（8） 脚注 6を参照。
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表 2 Stone型需要関数の推定結果

モデル1 モデル2
推定値 t値 推定値 t値

const 4,464 15.852 3,843 3.321
M/p1 0.00259 5.331 0.003312 4.063
p0/p1 −3,559 −11.944 −1,259 −3.446

S1 521.9 6.896 586.4 9.683
n 1,301 4.241

r65 −3,147 4.454
rw −11,270 −14.921

Adj.R2 0.2909 0.5523
bptest 245.67∗∗∗ 289.72∗∗∗

dwtest 0.8702∗∗∗ 1.197∗∗∗

bgtest 141.4∗∗∗ 74.73∗∗∗

Sargan 3.517∗ 4.519∗

（注） t値はHACSEで評価したもの。***，*は1％，10％有意
S1 季節変動指数，n 世帯人員数，r65 高齢者比率，rw 有業率

所得弾力性

Min Q1 Med Mean Q3 Max

0.2014 0.3446 0.4214 0.4315 0.5046 0.8894

価格弾力性

Min Q1 Med Mean Q3 Max

−1.875 −1.354 −1.131 −1.197 −1.040 −0.197

図 5 コメの超過需要の推移
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上昇によって需要関数の理論値は減少しているが，実績値は増加していることから，実績値の 1～3

割の超過需要（買い溜め）が存在していたことがわかる。この超過需要が需給バランスを逼迫させ，

供給者の強気の価格設定を促すことで，コメ価格高騰の一因となったと考えられる。
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表 3 価格関数の推定結果

生産者価格PP 消費者物価PC
推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値

mc 0.4918 3.891 0.479589 5.272 mc 0.7645 12.83 0.79 15.245
PP 0.5657 24.42 0.4358 18.086

q1 −0.00883 −13.49 −0.00891 −18.91 q1 −0.00355 −9.74 −0.00487 −14.15
time 0.07298 16.518 time 0.0345 9.788
epp 0.6284 22.391 0.9732 33.507 epp 0.2741 16.153 0.5102 18.05

epdum 0.17947 5.874 0.07132 3.109 epdum 0.07456 5.2 0.04402 3.429

Adj.R2 0.6758 0.8327 Adj.R2 0.9224 0.9398
bptest 41.344∗∗∗ 12.994∗∗ bptest 41.212∗∗∗ 57.06∗∗∗

dwtest 0.3781∗∗∗ 0.6269∗∗∗ dwtest 0.4661∗∗∗ 0.7034∗∗∗

bgtest 202.14∗∗∗ 140.41∗∗∗ bgtest 175.4∗∗∗ 125.3∗∗∗

（注） mc 限界費用，q1 需要量，time 時間トレンド，epp = P/|ε|，eppdum = epp ∗ dum（dumは2024年6月以降
ダミー変数）
t値はHACSEで評価したもの。***は1％有意を示す

4. 2 生産者による生産調整に伴う高価格

超過需要が生じたとしても，コメの供給量が潤沢であれば，コメ価格の高騰は起きなかったであ

ろう。先に述べたように減反政策廃止後も生産調整がおこなわれていたことが，コメ価格高騰の素

地となっていたという批判がある。このことを確認するために生産者価格関数（式 2）の推定をお

こなった。推定期間は 2000年 1月～2024年 9月で，総務省「消費者物価指数」，日本銀行「企業物

価指数」「企業サービス価格指数」，厚生労働省「毎月勤労統計」が利用され，推定では，需要関数

と同様，2段階最小二乗法が用いられた。ここではさらに生産者の推測変動弾力性 λp がコメ価格高

騰期（2024年 6月以降）に変化したことを λp = λp0 + δpDum（Dumは価格高騰期ダミー）として推

定がおこなわれた。推定結果が表 3の左側に示されているが，λp は 0.6～0.9と有意に 0より大き

くカルテルを示す 1に近い値になっており，競争的な価格設定から大きく乖離していることがわか

る。さらに 2024年 6月以降の価格高騰期に λp が上昇していることもわかった。

以上のことから，日本のコメ市場は，生産段階での生産調整の結果，競争的な価格から大きく乖

離し，カルテル価格に近い状況にあることが明らかになった。

4. 3 流通業者による強気の価格設定

コメ流通では，図 1でみたように消費者が購入する小売価格 PCが生産者の設定する生産者価格

PPに先行して上昇していたことから，生産者と流通業者は垂直統合のように共同利潤最大化をお

こなっているのではなく，流通業者は独自の価格設定をおこなっていると考えられる。
（9）

流通業者の価格設定行動を分析するため，小売価格 PCの価格関数（式 3）の推計をおこなった。

推定に用いるデータや推定方法は 4. 2と同様で，流通業者の推測変動弾力性 λr も価格高騰期に変
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表 4 反実仮想シミュレーション

2024年9月 流通改善 JA改革 流通＋JA

生産者価格PP 143.7 143.7 81.9 81.9
小売価格PC 140.8 114.4 105.8 87.4
コメ需要q1 1,919 2,145 2,243 2,517
等価変分EV 0 752 1,006 1,567

（注） 価格は2020年100の指数。需要は2020年価格円。EVは2024年
9月価格円

化したか否かの分析をおこなった。推定結果が表 3の右側に示されているが，λr は 0.3～0.5と有

意に 0より大きくなっており，非競争的な価格設定がおこなわれ，2024年 6月以降の価格高騰期に

λr が有意に上昇していることがわかった。

以上のことから，コメ取引は流通市場においても，寡占的な価格設定がおこなわれ，2024年 6月

以降，その傾向がより強くなっていることが明らかになった。

4. 4 反実仮想シミュレーション

もし，コメ取引において，流通業者が競争的になり，生産者も生産調整をおこなわず競争的な価

格設定をおこなったら，生産者価格 PPと小売価格 PCが低下し，コメ需要は増大して，消費者厚

生は向上するだろう。こうした反実仮想シミュレーション（counterfactual simulation）を本モデル

でおこなった。直近の実現値（2024年 9月）と流通改善（λr = 0）と生産価格の改善（λp = 0）に

よって，それぞれが限界費用にもとづいた価格設定をおこなった場合の生産者価格 PPと小売価格

PCを解いた結果を表 4に示した。このとき厚生変化の指標として基準時点（2024年 9月の価格 po）

で厚生変化（V1 − V0）を評価した等価変分 EV = E(po, V1) − E(po, Vo)を推計した。

流通市場の改善の結果，小売価格は 21％低下し，コメ需要は 11％増加し，1世帯あたり月 752円

分のメリットが生じる。生産者市場の改善では，小売価格は 29％低下し，コメ需要は 16％増加し，

1世帯あたり月 1,006円分のメリットが生じる。これらが同時に改善されると，小売価格は 48％低

下し，コメ需要は 27％増加し，1世帯あたり月 1,567円分のメリットが生じると試算された。こう

したメリットは，逆にいえば，各市場の非競争性によって，世帯がこれだけの費用を負担している

とみなすことができる。1年間全世帯に換算すると決して小さなコストとはいえないであろう。

（9） 生産者と流通業者の垂直統合が進んでいる場合や生産者による小売価格指定がおこなわれている場
合は，小売価格と生産者価格はパラレルに推移すると考えられる。詳しくは，Bonnet et al.(2013)参
照。
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5 結論

本稿では，2024年のコメ価格高騰の要因として，消費者の過剰需要，JA等コメ生産者の生産調

整，コメ不足を背景としたコメ流通業者の価格設定の 3要因を挙げ，それぞれの影響を Bilateral

Bresnahanモデルにもとづいた実証分析をおこなった。推定の結果，（1）価格高騰期に 1～3割の超

過需要（買い溜め）が存在していたこと，（2）減反政策廃止後も生産調整の結果，生産者価格は競争

価格から大きく乖離し，カルテル価格に近い状況にあること，（3）流通市場においても，寡占的な価

格設定がおこなわれ，2024年 6月以降，その傾向がより強くなっていること，（4）コメ市場におけ

る非競争性の結果，1世帯あたり月 1,567円コストを負担していること，が明らかになった。

ここでの分析は，生産者や流通業者の行動を抽象化して分析しているため，生産者市場や流通市

場における改善策を具体的に提示することはできない。しかし，現在のコメ市場の状況が，決して

小さくないコストを家計にもたらしていることが明らかになった。今回のコメ価格高騰は，我々消

費者に米価政策や農政を再考するきっかけとなるであろう。今後は，具体的な政策を提案できるよ

うな分析モデルの精緻化が求められることになる。
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い溜め）が存在していたこと，（2）減反政策廃止後も生産調整の結果，生産者価格は競争価格から大
きく乖離し，カルテル価格に近い状況にあること，（3）流通業者も寡占的な価格設定をおこなってお
り，2024年 6月以降，その傾向がより強くなっていること，（4）コメ市場の非競争性による消費者コ
ストは 1世帯あたり月 1,567円であること，が明らかになった。

キーワード: 令和コメ騒動，多層 Bresnahanモデル，超過需要，生産調整
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